
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

目標に対

する成果

の状況

本制度は、事業所からの報告に基づき公表を行うが、報告内容の変更に伴う書類の不備や未提出事業所が見込みより多かったため、目

標数をわずかに下回った。

概　算

人件費

0.20 0.20 0.80 0.80

1,663 1,652 6,606

11,816 13,803 13,928

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

今後ともサービスの選択に資する情報を分かりやすい形で提供し、利用者及び家族が最適な事業所を選択できるよう、指定情報公表セン

ターと連携して業務を進めるとともに、対象となる全事業所において公表が行われるよう事業所を指導していく。

 概算事業費（B（A）+C） 2,292

667 1,377 3,650 3,661

629 10,164 7,197

6,606

Aの

財源
9,818

0

事業所

2,800

事業所

2,783

事業所

未達成

2,960

事業所

667 1,376 3,649 3,661
公表事業所数

(新システム）

12,571 7,299 7,322

Ｈ２４
H25

目標
当初予算 1,334 12,571 7,299 7,322 目標 成果 達成状況

補正予算
公表事業所数

（旧システム）

2,973

事業所

― ―

合計 7,299 7,197 7,322

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

現況

（見込）

― ―

合計（A) 1,334

目指す姿

現状

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　

（当初）

介護サービス情報の公表事業 委託

指定情報公表センター（長野県社会福祉協議会）へ委

託して実施

　業務内容

　(1)介護サービス情報の公表事務

　　・事業所から提出された基本情報・調査情報の

　　　チェック

　　・報告のあった情報、調査結果を公表

　　・情報未入力事業所に対する督促業務

　　・照会・苦情対応

　(2)公表制度の普及啓発

　(3)運営委員会の開催による公正・中立かつ効果的

　　な運営の確保

　（国補1/2）

7,299 7,197 7,322

○公表事業所数　2,800事業所（公表対象となる全事業所数3,117の90％（見込み））

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算）

～

【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

介護サービス利用者及び家族に対し、介護サービス事業所の情報（職員体制やサービスマニュアルの有無等）を比較・検討できる形で提

供することにより、利用者が最適な事業所を選択できるようになることを目指す。

平成24年４月１日施行の介護保険制度改正により、公表対象事業所や公表項目についても見直しが行われ、また、システムも国のサーバ

で管理・運営されることになったため、新たなシステムに円滑に移行し、利用者に効果的に活用されるよう普及啓発をする必要がある。

国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である

介護保険法115条の35～第115条の42

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業番号 04 08 06 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 介護サービス情報の公表事業費介護サービス情報の公表事業費介護サービス情報の公表事業費介護サービス情報の公表事業費
担

当

課

部局 健康福祉部

課・室 健康長寿課介護支援室

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

　　　 １　　高齢者福祉の推進 実施期間 H18


